
（平成２１年９月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認長野地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



長野厚生年金 事案 349 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年４月１日から 39年 10月 25日まで 

Ａ社の厚生年金保険被保険者期間については、脱退手当金が支給されて

いる記録となっているが、退職後に、脱退手当金を請求したこともなけれ

ば、受給した記憶も無い。申立期間について、脱退手当金の支給済み記録

を取り消し、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約３年４か月後の昭和 43 年３月１日に支給決定が行われていることか

ら、事業主が申立人の委任を受けて代理請求を行ったとは考え難い。 

   また、申立人は、Ａ社を退職後の昭和 41 年 10 月＊日に婚姻し、改姓して

いるが、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿、被保険者原

票及び厚生年金保険記号番号払出簿では、氏名変更処理が行われておらず、

申立期間に係る脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられることから、

申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



長野厚生年金 事案 350 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 27 年５月１日から 28 年４月１日まで厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ組合における資格取得日に係る記録を 27 年５月１日に、資

格喪失日に係る記録を 28 年４月１日に訂正し、27 年５月から同年 10 月まで

の標準報酬月額を 3,000 円、同年 11 月から 28 年３月までの標準報酬月額を

3,500円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年４月１日から 28年４月１日まで 

昭和 26 年４月から 28 年３月までＡ組合の購買係に勤務していたが、社

会保険事務所で記録を確認したところ、勤めていた期間が空白となってい

ることが分かった。申立期間について、厚生年金保険被保険者期間であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した写真、複数の元同僚の証言及びＢ組合Ｃ出張所（Ａ組合

の後継組合）の所長の証言により、申立人が申立期間当時、Ａ組合に継続し

て勤務したことが推認できる上、当該複数の元同僚は、いずれも申立期間当

時、厚生年金保険の記録が継続していることが確認できる。 

   また、申立期間当時の総務係職員が、「厚生年金保険の新規適用事業所と

なった昭和 25 年は、事務所の職員数が少なかったので、必ずしも全員に厚生

年金保険の被保険者資格を取得させていなかったが、27 年になって事務所の

職員数が増えたので、全員に厚生年金保険の被保険者資格を取得させた。」

と証言しているところ、申立人と同じく昭和 26 年４月１日に入社し、かつ購

買係に勤務していた同職種の元同僚が、入社から１年１か月後の 27 年５月１

日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している状況が認められる。 



これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間のうち、昭和 27 年５月１

日から 28 年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、元同僚の記録から、昭和 27 年

５月から同年 10月までを 3,000円、同年 11月から 28年３月までを 3,500円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主（Ａ組合の後継組合であるＢ組合Ｃ出張所）は、保

険料の納付に関する資料は既に廃棄済みであり、厚生年金保険料を納付して

いたか不明としているが、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の取得

届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届も提出されているに

もかかわらず、いずれの機会においても、社会保険事務所が当該届出を記録

しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所への資格の得

喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る昭和 27 年５月から 28 年３月までの保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 26 年４月１日から 27 年５月１日までの期間

については、事業主（Ａ組合の後継組合であるＢ組合Ｃ出張所）は、当時の

関係資料（人事記録、賃金台帳、源泉徴収簿等）を既に廃棄しており、この

ほか厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺

事情も見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことは、認

めることができない。



長野厚生年金 事案 352 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 34 年５月１日に、資格喪失日に係る記録を同年８月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年５月１日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 34 年３月に中学校を卒業し、学校の紹介でＡ社に就職してま

んじゅうの販売業務に従事した。同期入社した同僚は同年５月から厚生年

金保険の被保険者となっているので、申立期間について、被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   中学校が同級で昭和 34 年３月末に同期入社した元同僚の証言により、申立

人は、昭和 34 年３月末から同年７月 31 日まで、Ａ社に勤務したことが認め

られる。 

また、当該事業所は、昭和 34 年２月 11 日に厚生年金保険の適用事業所と

なっているが、当時、当該事業所において労働組合の幹部であった元従業員

は、「事業主と交渉し、従業員全員が社会保険に加入できるようになった。

新規に雇えば加入手続が行われるはずだ。」と証言しているところ、社会保

険庁の記録によると、同年３月末に同期入社した元同僚は、入社から１か月

後の同年５月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認

できることから、申立人だけが被保険者資格を取得できないことは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、同期入社の同僚の昭和 34 年５



月の社会保険事務所の記録から、4,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としているが、申立期間の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿の整理番号に欠番が無いことから、申立人に係る社会保険

事務所の記録が失われたことは考え難い上に、仮に、事業主から申立人に係

る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後の被保険者資格の喪

失届も提出されていると思われるところ、いずれの機会においても、社会保

険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社

会保険事務所への資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 34 年５月から同年７月までの保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



長野厚生年金 事案 353 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を、平

成 14 年７月から同年９月までは 30 万円、14 年 10 月から 15 年８月までは

32万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年７月１日から 15年９月 30日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務していた申立期間の標準報酬月額は

９万 8,000 円となっているが、当該期間は 30 万円ぐらいの給料で、厚生

年金保険料も控除されていた。納得できないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

住民税申告書及び所得税確定申告書から、申立人は、申立期間当時、30

万円から 32 万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが推認できる。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準

報酬月額は、当初、平成 14 年７月から同年９月までは 30 万円、14 年 10 月

から 15 年８月までは 32 万円と記録されていたところ、当該事業所が適用事

業所に該当しなくなった日（15 年９月 30 日）の後の 15 年 10 月 30 日付け

で、14 年７月１日にさかのぼって９万 8,000 円に引き下げられていること

が確認できる。 

さらに、社会保険庁の記録によると、当該事業所では、申立人以外の複数

の社員に対しても、申立人と同様に平成 15 年 10 月 30 日付けで、14 年７月

１日にさかのぼって標準報酬月額が引き下げられていることが確認できる。 

加えて、当該訂正処理の事実について、事業主は、実際の給料の支払いに

即して標準報酬月額を引き下げたと説明しているものの、これを裏付ける関

連資料等は確認できない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を行



う合理的な理由は見当たらず、申立期間において標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、当該引下げ訂正前の社会保険事務所の記録から、平成 14 年７

月から同年９月までは 30 万円、14 年 10 月から 15 年８月までは 32 万円に

訂正することが必要と認められる。



長野厚生年金 事案 354 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額を 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年１月１日から 16年１月 27日まで 

社会保険事務所から連絡があって初めて知ったが、Ａ社に勤務していた

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が９万 8,000 円になっている。当時

は電気工事士として勤務し給与が 38 万円ほどであったので、申立期間の

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人が勤務していたＡ社は、平成 16 年１

月 27 日に厚生年金保険の適用事業所を全喪しており、その後の同年２月 18

日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録が、38 万円から９

万 8,000円に遡及
そきゅう

訂正されていることが確認できる。 

また、申立期間当時、申立人は当該事業所において取締役であったが、当

時の代表取締役及び経理課長は、｢社会保険料の滞納があったため、役員及

び従業員数人の標準報酬月額を引き下げる手続を行った。申立人は現場工事

を担当しており、何もかかわっていなかった。｣と証言している上、申立人

と同様に標準報酬月額に係る記録を遡及
そきゅう

訂正されている同僚は、｢自分の記

録も訂正されていることは知らなかった。当時、何も説明されていない。申

立人は名ばかりの取締役であった。｣と証言していることから、申立人は、

標準報酬月額を遡及
そきゅう

訂正された事実を承知していなかったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を行

う合理的な理由は見当たらず、申立期間において標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、当該引下げ訂正前の社会保険事務所の記録から、38 万円に訂

正することが必要と認められる。



長野厚生年金 事案 359 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成７年５月から８年９月までの期間及び９年 10 月から

10 年９月までの期間について、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当

該期間の標準報酬月額に係る記録を、７年５月から同年９月までは 53 万円、

同年 10月から８年９月までは 56万円、９年 10月から 10年９月までは 59万

円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成７年５月 1日から 18年 10月１日まで 

 Ａ社に平成４年 10 月に入社し、溶接工として勤務していた。その後、

途中で経営者が代わったり、会社の名称がＢ社に変わったりしても仕事に

変わりは無く、給料はずっと 50～60 万円くらいであったにもかかわらず

途中から給与から引かれる厚生年金保険料が少なくなった。会社が保険料

を払えなくなったので、引かれる保険料を下げたと聞いたことがある。 

実際に支払われていた給与に応じた標準報酬月額に記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録において、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、当

初、申立期間のうち、平成７年５月から同年９月までは 53 万円、同年 10 月

から８年９月までは 56 万円、９年 10 月から 10 年９月までは 59 万円であっ

たことが確認できるところ、８年１月 25 日付けで遡及
そきゅう

して、７年５月から同

年９月までは 24万円に、同年 10月から８年９月までは 22万円に訂正される

とともに、10 年 10 月７日付けで遡及
そきゅう

して、９年 10 月から 10 年９月までは

28万円に訂正されている。 

しかしながら、申立人より提出された給与明細書及びＣ町の保管する給与

支払報告書により、申立人は、平成７年５月から同年９月までは 53 万円、同



年 10月から８年９月までは 56万円、９年 10月から 10年９月までは 59万円

に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、当時の同僚及び後に社会保険事務を受託した社会保険労務士は、

「当時は社会保険料の滞納があり、社会保険事務所から請求され事業主は支

払いに困っていた。」旨を証言している。 

さらに、申立期間に係るＡ社においては、平成８年１月 25 日付け及び 10

年 10 月７日付けで、申立人と同様に、事業主を含む同僚全員の標準報酬月額

が遡及
そきゅう

して引き下げられている状況が認められる。 

これらを総合的に判断すると、平成８年１月 25日付け及び 10 年 10月７日

付けで行われた標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理については、事実に即したもの

とは考え難く、当該訂正処理を行う合理的理由は無いことから、有効な記録

訂正があったとは認められない。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、平成７年

５月から同年９月までは 53万円、同年 10月から８年９月までは 56万円、９

年 10月から 10年９月までは 59万円とすることが必要である。 

   一方、申立期間のうち、平成８年 10 月から９年９月までの期間及び 10 年

10 月から 18 年９月までの期間については、申立人より提出された給与支払

明細書及びＣ町の保管する給与支払報告書において確認できる保険料控除額

を基に算定した標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月

額は一致していることから、当該期間について、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。



長野厚生年金 事案 360 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額（22 万円）であったと認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を 22万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年 11月１日から 12年５月 19日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標

準報酬月額が途中から９万 8,000 円に引き下がられているが、当時は約 22

万円の給与を受け取っていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録において、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、厚

生年金保険被保険者資格喪失日（平成 12 年５月 19 日）後の 12 年７月４日

付けで、11 年 11 月１日にさかのぼって 22 万円から９万 8,000 円に引き下げ

られていることが確認できる。 

また、申立期間当時の同僚５人全員についても、申立人と同様に平成 12

年７月４日付けで 11 年 11 月１日にさかのぼって標準報酬月額が引き下げら

れていることが確認できる。 

しかしながら、当該事実について、当該事業所の代表者は既に他界してお

り確認できず、当該同僚からも申立期間当時、申立人の報酬月額がその標準

報酬月額（９万 8,000 円）に対応した額に減額されたことをうかがわせる証

言は得られなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管する滞納処分票により、申立期間当時、当

該事業所において厚生年金保険料等の滞納があったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成 12 年７月４日付けで行われた標準報

酬月額の遡及
そきゅう

引き下げ処理は事実に即したものとは考え難く、申立人につい

て 11 年 11 月１日にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由

は無いことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったと認められな

い。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、22 万円と

することが必要である。



長野厚生年金 事案 361 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち平成 17 年 10 月について、その主張する標準報

酬月額（32 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、同月分の標準報酬月額に係る記録を 32 万

円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、平成 17 年 10 月の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 10月１日から 19年２月 28日まで 

   Ａ社に勤務していた期間のうち、平成 17年 10月から 19 年２月の退職ま

での期間について、実際に受け取っていた給料よりも著しく低い額で標準

報酬月額が決定されているので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、申立

人の報酬月額及び事業主が源泉控除していたと認められる保険料額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出のあった

給与明細書において確認できる保険料控除額及び支給額から判断すると、申

立期間のうち平成 17年 10月を 32万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額

と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が、申立期間のうち平成 17

年 10 月は一致していないものの、このほかに確認できる関連資料、周辺事



情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立どおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行っ

たとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成 17 年 11 月から 19 年１月までの期間の標準報

酬月額については、給与明細書により、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいず

れか低い方の額が、社会保険事務所の記録における標準報酬月額を超えない

ことから、記録を訂正する必要は認められない。 



長野国民年金 事案 606 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年５月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年５月から 61年３月まで 

    私の国民年金保険料については、国民年金に任意加入した時からずっと

口座振替で納付しており、口座振替の解約手続をした記憶は無いため、申

立期間の保険料が引き落されていないことは考えられず、未加入とされて

いるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、口座振替で納付したと主

張しているが、Ａ市が保管する「国民年金保険料口座振替解約届」により、

申立人が昭和 60年５月 27日に同届を提出していることが確認できる。 

   また、Ａ市の国民年金被保険者名簿（電算記録）により、申立人は昭和 60

年５月 26 日に国民年金の任意被保険者資格を喪失していることが確認でき、

翌日に上記の国民年金保険料口座振替解約届を提出していることとも符合す

る。 

   さらに、申立人は、「口座振替の解約手続をした記憶は無いため、申立期

間の国民年金保険料が引き落とされていないことは考えられない。」と主張

するのみで、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



長野国民年金 事案 607 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年４月から 43 年３月までの期間及び 43 年７月から 45 年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月から 43年３月まで 

② 昭和 43年７月から 45年６月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、市から特例納付の通知をもらい、

妻が特例納付したにもかかわらず、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その妻が特例納付により

納付したと主張しているが、申立人及びその妻は共に、納付時期及び納付金

額の記憶が無く、納付状況が不明である。 

   また、申立人の申立期間については、市の被保険者名簿により、記録上、

国民年金の任意被保険者期間とされていた（申立期間②のうち、昭和 44 年

１月から同年８月までの期間については、平成 21 年２月に厚生年金保険の

被保険者資格記録を追加されており、それに伴い、申立期間②のうち、昭和

44 年９月から 45 年６月までの期間については、現在は国民年金の強制被保

険者期間とされている。）ことが確認できることから、制度上、特例納付す

ることができない期間であり、市から特例納付の通知が出されたとは考え難

い。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を特例納付したとする申立人の妻は、

申立期間の大部分を含む昭和 42 年６月から 47 年 12 月までの期間について、

国民年金に未加入である。 

   加えて、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



長野厚生年金 事案 351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 11月 10日から 20年９月 27日まで 

    平成 20 年４月に厚生年金保険の加入期間照会をしたところ、Ａ市Ｂにあ

ったＣ社（現在は、Ｄ社）における被保険者期間について、脱退手当金が

支給されているとの回答だった。厚生年金保険の資格喪失時及び脱退手当

金の支給決定時にはＡ市にいたが、脱退手当金の請求も受け取りもしてい

ない。脱退手当金の支給記録を取り消し、厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金については、申立人が勤務していたＣ社の健康

保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人の資格喪失日と同日に資格

喪失し脱退手当金の受給要件を満たしている 62 名のうち、39 名に脱退手当

金の支給記録があり、このうち 38 名は、厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら６か月以内に脱退手当金の支給決定が行われている上、当時は通算年金制

度発足前であったことを踏まえると、当該事業所においては、事業主による

代理請求が慣例的に行われ、申立人についても代理請求が行われた可能性が

高いと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の裏面の「保険給

付」欄に、脱退手当金に係る資格期間、支給金額及び支給年月日の記載があ

り、その支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約５か月半後の昭和 21 年２月 16 日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる特段の事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



長野厚生年金 事案 355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年３月１日から 30年９月１日まで 

    Ａ社の厚生年金保険被保険者期間については、脱退手当金が支給されて

いる記録となっているが、退職後に、脱退手当金を請求したこともなけれ

ば、受給した記憶も無い。申立期間について、脱退手当金の支給済み記録

を取り消し、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 30 年９月１日の前後１

年以内に資格を喪失し、脱退手当金の受給要件を満たしている女性 23 人（申

立人を含む。）の脱退手当金の支給記録を調査したところ、18 人に脱退手当

金の支給記録が確認できる上、当時は通算年金制度創設前であったことや、

そのうち連絡先が把握できた３人は、いずれも当該事業所による代理請求を

うかがわせる証言をしていることを踏まえると、申立人についてもその委任

に基づき事業主による代理請求が行われた可能性が高いものと考えられる。 

   また、社会保険庁が保管する厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金の

支給の記録があるほか、申立人の氏名等についてＡ社を退職した約２か月後

の昭和 30年 10月 31 日に訂正した記録が確認でき、申立期間の脱退手当金は

31 年１月９日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に

伴い訂正が行われたと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 31 年１月９

日に支給決定が行われているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる特段の事情は見当らない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



長野厚生年金 事案 356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年６月４日から同年 12月１日まで 

           ② 昭和 37年 12月１日から 38年３月 21日まで 

           ③ 昭和 38年３月 21日から同年８月７日まで 

           ④ 昭和 38年８月９日から同年９月 20日まで 

申立期間前に勤務していたＡ社の厚生年金保険被保険者期間については、

脱退手当金を請求し１万 7,000 円弱を受け取り、自宅の新築資金の一部に

充てたことを覚えているが、その後、勤務したＢ社ほか３社における申立

期間に係る脱退手当金については請求した覚えはないので、厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁の記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給さ

れたこととなっている申立期間前に勤務したＡ社の厚生年金保険被保険者期

間については、脱退手当金を申立期間前に受給したと主張しているが、当該

事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪失から約１か月後に、同一の

被保険者記号番号により、申立期間①に係る被保険者資格を取得しているこ

とから、この間に脱退手当金が支給されたとは考え難い上、申立人が主張す

る申立期間前における脱退手当金の支給記録は無く、申立人の主張は不自然

である。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人に係る脱退手当金は、同一の厚

生年金保険の被保険者記号番号で管理されている申立期間とそれ以前の期間

を基礎として申立期間後に支給されており、その支給額に計算上の誤りはな

く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立



期間とそれ以前の期間の５回の被保険者期間は同一番号で管理されているに

もかかわらず、申立期間後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手

当金を受給したために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、

申立期間とそれ以前の期間を支給期間とした記録上の支給額と申立人が申立

期間前に受給したとする額はおおむね一致するなど、申立人から聴取しても

申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる特段の事情は見当たら

ない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



 

 

長野厚生年金 事案 357 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 11月１日から 11年３月 31日まで 

    平成 20 年 12 月に社会保険事務所から連絡があり初めて知ったが、９年

11 月１日から 11 年３月 31 日までの標準報酬月額が 41 万円から９万 8,000

円に引き下げられているので、調査してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保険者

記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人が代表取締役を務めていたＡ社は、平

成 11 年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所を全喪しており、その後の同

年４月 13 日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録が、41 万

円から９万 8,000 円に、９年 11 月１日にさかのぼって引き下げられている

ことが確認できる。 

しかしながら、複数の元社員は、「申立人は毎日会社に出社し、資金繰り

等の業務を行っており、経営状況は把握していた。申立人が社会保険事務所

に対する訂正処理等の手続を行った。」と証言している上、申立人の妻は、

「当時、社会保険料の未納があり、申立人と社会保険事務所の職員が相談し、

遡及
そきゅう

の届出を提出したと申立人から聞いたことがある。」と証言しているこ

とから、申立人自身が、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理にかかわっ

ていたものと推認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、当該事業所の代表取締役

として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正にかかわりながら、当該標準報

酬月額の訂正処理の無効を主張することは、信義則上許されず、申立人の申

立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めること

はできない。



 

 

長野厚生年金 事案 358 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年８月１日から７年１月 26日まで 

    平成６年８月から７年１月までの期間は 50 万円くらいの給与であったが、

厚生年金保険の標準報酬月額が引き下げられている。納得できないので調

べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人が代表取締役を務めていたＡ社は、平

成７年１月 26 日に厚生年金保険の適用事業所を全喪しており、その直後の

同年２月 13 日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録が 53 万

円から９万 2,000円に、遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、当時、当該事業所は、経営状態が悪化しており、平成７年

２月に事業縮小に至る状況下において、申立人は、差押えにより社会保険関

係は正常な状態ではなかったことを認めているところ、当該事業所の社会保

険関係事務を委託されていた社会保険労務士は、「事業所の全喪後に社会保

険の手続をすることはあり得ず、私は、訂正処理を行っていない。」と回答

しており、申立人の同意を得ずに、社会保険事務所において標準報酬月額の

改定処理がなされたとは考え難いことから、申立人は、自身の標準報酬月額

の訂正に関与していたものと考えるのが自然である。 

さらに、社会保険庁の記録によると、申立人のほかに、当時の役員である

家族全員の標準報酬月額について、申立人と同様の訂正処理がなされている

ことが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、当該事業所の代表取締役

として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正に関与しながら、当該標準報酬

月額の訂正処理の無効を主張することは、信義則上許されず、申立人の申立

期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることは

できない。



 

 

長野厚生年金 事案 362 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年８月１日から９年１月１日まで 

    申立期間の標準報酬月額が、私の知らないうちに、さかのぼって引き下

げられているので、もとの標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録において、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準

報酬月額は、平成９年１月 10 日付けで、７年８月１日にさかのぼって 59 万

円から 41万円に減額されたことが確認できる。 

しかしながら、商業登記簿によると、申立人が申立期間及びその前後の期

間においてＡ社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、当該事業所の社会保険関係手続はすべて従業員に任せて

おり、平成９年１月 10 日付けの標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理についても一

切関知していないと主張しているものの、社会保険事務所が保管する滞納処

分票によると、当該事業所は社会保険料の支払いに苦慮していた状況がうか

がえ、申立人が何度か納付方法等について社会保険事務所と協議していたこ

とが確認できることから、代表取締役であった申立人の同意を得ずに、社会

保険事務所が申立人に係る標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理を行ったとは考え難

い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、当該事業所の代表取締役

として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正に関与しながら、当該標準報酬

月額の記録訂正処理の無効を主張することは、信義則上許されず、申立人の

申立期間における標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 


